
科　　　　目 金　　額
資　産　の　部 189,223

流 動 資 産 92,525
現 金 及 び 預 金 19,715
受取手形、売掛金及び契約資産 18,756
商 品 及 び 製 品 44,825
仕 掛 品 580
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 4,305
そ の 他 の 流 動 資 産 4,601
貸 倒 引 当 金 △258

固 定 資 産 96,698
有 形 固 定 資 産 43,418
建 物 及 び 構 築 物 18,683
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 892
工 具 器 具 備 品 1,869
土 地 18,910
その他の有形固定資産 3,062
無 形 固 定 資 産 11,581
ソ フ ト ウ ェ ア 4,123
の れ ん 4,818
その他の無形固定資産 2,639
投 資 そ の 他 の 資 産 41,698
投 資 有 価 証 券 13,446
長 期 貸 付 金 2,562
長 期 前 払 費 用 360
退 職 給 付 に 係 る 資 産 15,107
繰 延 税 金 資 産 2,717
差 入 保 証 金 6,986
そ の 他 の 投 資 609
貸 倒 引 当 金 △92
資　産　合　計 189,223

（単位　百万円）

第79期連結貸借対照表・連結損益計算書
2026年５月28日

連　結　貸　借　対　照　表
（2026年２月28日現在）

科　　　　目 金　　額
負　債　の　部 95,635

流 動 負 債 68,661
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 11,385
電 子 記 録 債 務 7,170
短 期 借 入 金 23,970
１年内返済予定長期借入金 7,112
未 払 金 2,841
未 払 費 用 6,226
未 払 法 人 税 等 3,379
未 払 消 費 税 等 1,375
賞 与 引 当 金 1,091
役 員 賞 与 引 当 金 145
そ の 他 の 流 動 負 債 3,961

固 定 負 債 26,974
長 期 借 入 金 15,250
再評価に係る繰延税金負債 172
退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,546
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 22
預 り 保 証 金 1,382
リ ー ス 債 務 2,185
そ の 他 の 固 定 負 債 5,413
負 債 合 計 95,635
純 資 産 の 部 93,588

株 主 資 本 89,000
資 本 金 30,079
資 本 剰 余 金 37,390
利 益 剰 余 金 26,224
自 己 株 式 △4,694

その他の包括利益累計額 4,565
その他有価証券評価差額金 2,551
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 17
土 地 再 評 価 差 額 金 △5,806
為 替 換 算 調 整 勘 定 1,690
退職給付に係る調整累計額 6,112

新 株 予 約 権 21
純 資 産 合 計 93,588
負債及び純資産合計 189,223



（単位　百万円）

連　結　損　益　計　算　書
（2025年３月１日から2026年２月28日まで）

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額
売 上 高 236,804
売 上 原 価 107,388

売 上 総 利 益 129,415
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 117,811

営 業 利 益 11,604
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 269
持 分 法 投 資 利 益 34
そ の 他 の 収 益 293 597

営 業 外 費 用
支 払 利 息 528
売 場 什 器 等 除 却 損 72
為 替 差 損 25
そ の 他 の 費 用 398 1,024
経 常 利 益 11,176

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,719
固 定 資 産 売 却 益 3,517
そ の 他 の 特 別 利 益 17 5,254

特 別 損 失
減 損 損 失 2,621
そ の 他 の 特 別 損 失 269 2,891
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 13,539
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,419
法 人 税 等 調 整 額 25 3,445
当 期 純 利 益 10,094
親 会 社株主に帰属する当期純利益 10,094



連結株主資本等変動計算書
（2025年３月１日から2026年２月28日まで）

（単位　百万円）
株　　　　主　　　　資　　　　本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新　株
予約権

純資産
合　計資本金 資　本

剰余金
利　益
剰余金 自己株式 株主資本合　　計

その他有
価証券評
価差額金

繰　延
ヘッジ
損　益

土　地
再評価
差額金

為替換
算調整
勘　定

退職給付
に係る調
整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 30,079 50,335 24,515 △� 20,723 84,206 1,689 △� 2 △� 5,825 1,399 2,751 12 68 84,287
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △� 5,433 △� 5,433 △� 5,433
親会社株主に帰属する�
当 期 純 利 益 10,094 10,094 10,094

自 己 株 式 の 取 得 △� 0 △� 0 △� 0
自 己 株 式 の 処 分 △� 114 △� 5 270 150 150
自 己 株 式 の 消 却 △�12,829 △� 2,929 15,759 ― ―
土地再評価差額金の取崩 △� 16 △� 16 △� 16
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） 862 19 19 290 3,361 4,553 △� 47 4,506

当 期 変 動 額 合 計 ― △�12,944 1,709 16,029 4,794 862 19 19 290 3,361 4,553 △� 47 9,300
当 期 末 残 高 30,079 37,390 26,224 △� 4,694 89,000 2,551 17 △� 5,806 1,690 6,112 4,565 21 93,588



１.	 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数および主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　40社
主要な連結子会社の名称
株式会社オンワード樫山
株式会社オンワードコーポレートデザイン
チャコット株式会社
株式会社クリエイティブヨーコ
株式会社アイランド
株式会社オンワードパーソナルスタイル
株式会社大和
株式会社KOKOBUY
株式会社ウィゴー
ジョゼフLTD.
当連結会計年度において、インティメイツ株式会社を清算したため、連結の範囲から除外しております。台
灣蔚果股份有限公司を設立したため、連結の範囲に含めております。

②　主要な非連結子会社の名称
株式会社ビエン
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、小規模であり合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持
分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社または関連会社の数および主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社または関連会社の数　10社
主要な関連会社の名称
　株式会社サンマリノ

②　持分法を適用しない非連結子会社または関連会社のうち主要な会社の名称
　株式会社ビエン
　持分法を適用しない理由
　�持分法を適用しない非連結子会社または関連会社は、それぞれ連結純損益および連結利益剰余金等に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外しております。

③　�持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表また
は仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

連　結　注　記　表



⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち決算日が連結決算日と異なる会社
　［12月31日決算会社］
　ジェイプレスINC.
　恩瓦徳時尚貿易（中国）有限公司
　他11社

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．�有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの	� 連結決算日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

市場価格のない株式等	 移動平均法による原価法により評価しております。
ロ．�デリバティブ

時価法により評価しております。
ハ．�棚卸資産

主として、個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）により評価しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．�有形固定資産（リース資産を除く）は、当社および国内連結子会社は主として定率法、海外連結子会社

は定額法を採用しております。ただし、当社および国内連結子会社は、1998年４月１日以降取得した建
物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降取得した建物附属設備および構築物につきまし
ては、定額法を採用しております。

ロ．�無形固定資産（リース資産を除く）は、定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェア
につきましては、社内における利用可能期間（５～10年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．�所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を
ゼロとする定額法を採用しております。

ニ．�長期前払費用は、定額法を採用しております。
③　重要な引当金の計上基準

イ．�貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

ロ．�賞与引当金は、従業員等に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
ハ．�役員賞与引当金は、当社および一部の国内連結子会社において、役員に支給する賞与に備えるため、支

給見込額に基づき計上しております。
ニ．�役員退職慰労引当金は、一部の国内連結子会社において、役員の退職金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。



④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につき
ましては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（５年～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており
ます。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年～10年）による定額
法により費用処理しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準
当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容およ
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ．卸売販売に係る収益

卸売販売に係る収益は、製品の引渡および配送を履行義務として識別しております。卸売販売において
は、顧客による検収が完了した時点で履行義務が充足されるものの、製品出荷時点と重要な差異はない
ため、主に当該製品の出荷時点で収益を認識しております。また、取引の対価は通常、履行義務を充足
した時点から概ね３か月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

ロ．小売販売に係る収益
小売販売に係る収益は、製品の引渡を履行義務として識別しております。小売販売においては、通常製
品の引渡時点において履行義務が充足されるため、主に当該製品の引渡時点で収益を認識しておりま
す。また、取引の対価は通常、履行義務を充足した時点から概ね１か月以内に受領しており、重要な金
融要素は含まれておりません。

ハ．サービスの提供に係る収益
サービスの提供に係る収益は、主にライセンスの供与に対して受け取るロイヤリティ収入が含まれ、こ
れらの供与を履行義務として識別しております。これらは、売上高または使用量に基づくロイヤリティ
に該当し、契約相手先の売上等を算定基礎として測定し、実際にライセンスが使用された時点か、売上
高または使用量に基づくロイヤリティに配分された履行義務が充足された時点のいずれか遅い時点で収
益を認識しております。また、取引の対価は通常、履行義務を充足した時点から概ね３か月以内に受領
しており、重要な金融要素は含まれておりません。

⑥　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．重要なヘッジ会計の方法
（イ）ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約をヘッジ手段とし、外貨建ての金銭債権・債務および予定取引をヘッジ対象としておりま
す。

（ハ）ヘッジ方針
外貨建輸出入取引に係る将来の外国為替相場変動リスクを回避して、外貨建債権・債務の円貨によ
るキャッシュ・フローを固定化することを目的として、取引先への受発注に対応し、決済日を基準
として為替予約を行っております。

（ニ）ヘッジの有効性評価の方法
外貨建ての受発注金額に対し、同一通貨建てによる同一金額で同一期日の為替予約を付すことによ
り、為替予約締結後の外国為替相場の変動による相関関係が確保されるようにしております。



ロ．のれんの償却方法および償却期間
のれんの償却は、個別案件ごとに判断し20年以内の合理的な年数で均等償却しております。

ハ．�グループ通算制度の適用
当社および一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。

２.	 会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３
項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項⑵ただし書きに定める経過的な取扱い
に従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類
における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用して
おります。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

３.	 会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
　　⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

法人税のグループ通算制度を適用している当社および一部の国内子会社において計上した繰延税金資産
（繰延税金負債との相殺前）

				    5,045百万円
　　⑵　その他の情報

①　金額の算出方法
繰延税金資産は、将来減算一時差異および税務上の繰越欠損金のうち将来の事業計画により見積もられ
た課税所得に基づき、回収可能性があると判断した金額を計上しております。

②　金額の算出に用いた主要な仮定
課税所得の見積りの基礎となる事業計画における主要な仮定は、主要な子会社の売上成長率および売上
総利益率であります。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、将来の不確実な経済状況および
会社の経営状況の影響を受け、その見積額の前提条件や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度
の損益および財政状態に重要な影響を与える可能性があります。

４.	 連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額	 41,082百万円
⑵　財務制限条項

当社は、一部の金融機関からの借入に対し、当社の連結および個別財務諸表の純資産額、経常損益について、
一定水準の維持の確保を内容とする財務制限条項が付されております。
当連結会計年度末における財務制限条項の対象となる借入金残高は、以下のとおりであります。
　短期借入金	 7,800百万円
　長期借入金	 7,066百万円
　（うち、１年内返済予定長期借入金）	 1,543百万円



５.	 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類および総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首
株　　　式　　　数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株　　 式 　　数

普 通 株 式 157,921,669株 ― 株 16,000,000株 141,921,669株

（変動事由の概要）
　発行済株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。
　　取締役会決議による自己株式の消却による減少	 16,000,000株

⑵　当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
発　　行　　日 目的となる株式の種類 目的となる株式の数
2010年３月19日 普通株式 2,600株
2011年３月18日 普通株式 7,700株
2012年３月19日 普通株式 13,100株
2013年３月18日 普通株式 10,000株
2014年３月20日 普通株式 11,900株

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決　　　　　　　　議 株式の
種　類

配当金の総額
（百万円）

１株当たりの
配当額（円） 基準日 効力発生日

2 0 2 5 年５月 2 2 日�
定 時 株 主 総 会 普通株式 3,529 26.00 2025年２月28日 2025年５月23日

2 0 2 5 年 1 0 月２日�
取 締 役 会 普通株式 1,904 14.00 2025年８月31日 2025年11月10日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 　 議 　 予 　 定 株式の
種　類

配当金の
総　　額
（百万円）

配当の
原　資

１株当たりの
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2 0 2 6年５月 2 8日
定 時 株 主 総 会 普通株式 2,176 利　益

剰余金 16.00 2026年２月28日 2026年５月29日



６.	 金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　�当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調
達しております。
　�受取手形、売掛金及び契約資産に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減をはかってお
ります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って
おります。
　�借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。
　デリバティブ取引は、内部管理規定に従い実需の範囲で行っております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　�2026年２月28日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、
次のとおりであります。
　�なお、現金及び預金、受取手形、売掛金及び契約資産、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金は
短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
　�また、長期貸付金、差入保証金、リース債務は重要性が乏しいことから注記を省略しております。

� （単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

①　投資有価証券
　　　その他有価証券 11,972 11,972 ―

資産計 11,972 11,972 ―
②　長期借入金
　　（１年以内返済予定含む） 22,362 22,260 △101

負債計 22,362 22,260 △101
③　デリバティブ取引（※） 26 26 ―

（※）�デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる場合につ
いては、△で示しております。

（注）�市場価格のない株式等は、「① 投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額
は以下のとおりであります。

� （単位：百万円）
区　　　分 連結貸借対照表計上額
投資有価証券　
　　非上場株式 1,473

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　�金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。

　　レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における相場価格により算定した時価
　　レベル２の時価：�レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて	 �

算定した時価
　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価



　�時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

１．時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
� （単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券 11,972 ― ― 11,972
デリバティブ取引 ― 26 ― 26

２．時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
� （単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 22,260 ― 22,260
（注）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明
　①　投資有価証券

　�上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しております。

　②　長期借入金
　�長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率で
割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

　③　デリバティブ取引
　�デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された時価もしくは為替レート等を用いて
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７. 	賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。



８.	 収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　�当社グループは、国内および海外において、紳士服、婦人服等の繊維製品の企画、製造および販売を主な事
業内容とし、さらにコスメティック事業やバレエ・ダンス、リゾートといったウェルネス事業およびペット
関連用品等の事業を行っております。
　�また、当社グループの事業を地域別に「国内事業」、「海外事業」と２区分し、報告セグメントとしております。
　�主たる収益の分解と報告セグメントとの関連は以下のとおりであります。

売上高
（百万円）

構成比
（％）

国内事業
リアル 小売 121,476 51.3

卸売 48,881 20.6
ＥＣ 45,940 19.4
計 216,298 91.3

海外事業 18,927 8.0
顧客との契約から生じる収益 235,226 99.3
その他の収益 1,577 0.7
合計 236,804 100.0

（注）1. �国内事業－リアルの「小売」には百貨店、路面店、ショッピングセンター、アウトレットモールなどの売上
を含めております。

	 2. �売上高の数値は連結消去後のものになります。
	 3. �「その他の収益」には、リース取引により生じた収益を含めております。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　�「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等⑷ 会計方針に関する事項⑤重要な収
益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　　①　顧客との契約から生じた債権および債務の残高等

　　顧客との契約から生じた契約資産および契約負債の残高は以下のとおりであります。
契約資産
期首残高	 72百万円
期末残高	 72百万円
契約負債
期首残高	 3,246百万円
期末残高	 2,871百万円

連結貸借対照表上、契約資産は「受取手形、売掛金及び契約資産」に計上しております。契約負債は「そ
の他の流動負債」に計上しております。契約負債は収益の認識に伴い取り崩しております。期首現在の契
約負債残高は、概ね当連結会計年度に認識された収益の額に含まれております。
なお、過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から当連結会計年度に認識した収益の額に
重要性はありません。

　　②　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を
適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の
中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。



９.	 １株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産	 687円91銭
⑵　１株当たり当期純利益	 74円27銭

10.	 重要な後発事象に関する注記
（取得による企業結合）
当社は、2025年12月18日開催の取締役会において、株式会社コスメ・デ・ボーテの全株式を取得し、連結子会社
化することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2026年３月２日付で全株式を取得いたしました。
⑴　企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社コスメ・デ・ボーテ
事業の内容：化粧品、化粧品雑貨の企画開発および輸入販売

② 企業結合を行った主な理由
当社は、中長期経営計画「ONWARD VISION 2030」において、「生活者の新たな価値観に沿った『ウェル
ネス領域』の成長加速」を事業戦略として掲げております。
この方針のもと、当社は、ジェルネイル等のネイル関連事業を展開するコスメ・デ・ボーテ社の全株式を取
得し、完全子会社化することを決定いたしました。
当社の既存事業とのシナジー効果を追求しながら、コスメ・デ・ボーテ社の更なる成長を目指してまいりま
す。

③ 企業結合日
2026年３月２日

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

⑵　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価　　現金	 4,500百万円
取得原価　	 4,500百万円

⑶　主な取得関連費用の内容および金額
現時点では確定しておりません。

⑷　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

⑸　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳
現時点では確定しておりません。

11.	 その他の注記
　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。


